
2  産 の

 多摩 の の の
　 の の 用 産
　 

 の 用の
　 

 多摩産材 東京 の の
　 用 利用拡大 木材利用 多摩 の
　 の

 整備の推進
 多摩地域に適した施業の検証と普及
 林業における ジタルトランスフ ーメーシ ン

 化の推進
 適切な 働安全対策と 用管理の促進
 多 的経営の促進

 ラン イメージの 築
 効果的な情報発信
 公 施設における利用推進
 民間施設における利用促進

  の

  の の

 3 多 摩 産 材 の 利 用 拡 大

 の
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◆ 林業の生産 を高めるため、 【資料 3-7】の整備を推進するとともに、施業の
　 効 化を進める必要があります。

◆ 施業における 体的負担の や、木材の生産 通の効 化など、更なる経営力

　 化に向けて、 進技術を 的に導入していく必要があります。

 　 の

▶︎ 生産 や安全 の高い施業の普及とともに、 ジタル技術を活用した様々なシステ
　 ムの活用を推進し、林業と木材産業の経営力の向上を図ります。

 市町村と連携し、林道の開設とともに、 設林道の を進めます。

 現状では大 機械の通行に対応していない林道について、拡幅等の高 化を進めます。

 令和元年台  19 により した数多くの林道について、森林所有者をはじめとする利用者
　 等からの要望を まえ、計画的かつ着実に を進めます。

 化が される林道施設について、 修等による長 化を計画的に進めます。

 林業経営体等による森林作業道の整備を支援します。

 現状において多摩地域の林道の多くは大 林業機械の導入が であるため、 車 を用い
　 た伐採・ 出システム【資料 3-8】のように、多摩地域の森林の実情に適した施業の普及を進
　 めます。

 地 えや植栽に係る施業の効 化に向けて、一 作業システムやコンテナ の導入について、
　 検証と普及を進めます。

 多くの 力を要する植栽や保育に係る施業について、自 に応じた植栽の 度化や、下
　 刈り 数の などについて検討し、コストの につなげます。（ 掲）

 林業経営体に対し、 ーンや地上 ー 計 機 など、 ジタル化された高 度な森林情報
 　を取得するための機 の導入を支援します。

 の

 多摩 の

 

3
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 ー 計 等により取得した森林情報を、森林作業道の 定や伐採 出シミ ーシ ン
　 に活用するためのシステム【資料 3-9】を 築し、 ー ーからの要望などを まえて を
　 検討することで、林業経営の 化につなげます。

 木材の生産 通における 情報を 有するためのシステム【資料 3-10】を 築し、素材生
　 産者や製材所等による活用を促すことで、原木の生産管理等の効 化を図ります。

 山間部において Ｐ 等の通信環境を整備し、林業 事者の 働安全対策や 対策に活
　 用することについて、他地域の事例を参考にしつつ市町村とともに検討します。

  3 　 の

は、効 的な森林整備や林業経営に 可 な道 の トワークです。

 の を成す 的な公 施設で、
　 主に大 車 の通行を 定しています。

 一 車 の通行も 定し、ガー ール
　 等の安全施設や を整備しています。

 によっては、生活道 や 時の
　 といった多 的な 割も担っています。

 林道等の を 点とし、森林内により
　 高 度にアク スするための施設です。

 林業経営体が森林施業を行うために利用
　 し、主に林業機械（ トラ ク む）
　 の 行を 定しています。

 経済 を確保しつつ丈 で な 造と
　 することが求められます。

　

 P   a の 。 力かつ長 での 通信が可能な 通信技術。

 

森づくり推進プラン 5

基 

軸 

　  2

第 

　  

章
3



　

を用いた防 資材と
コンテナ の運

３本 コンテナ  ３本

油 材機と操 用 コン

 多摩地域の森林の 割は  35 度を える 地です。このような地 でも生産
 　の高い林業技術を確 するため、 成 26 年度から「東京 コスト林業技術の実証的開発
 　事業」を実施しています。

 様々な高 能林業機械による伐採・ 出システムを検証した結果、 な森林作業道でも効
 　 的に作業ができる 車 による 出間伐などが、多摩地域に適 していることを実証
 　しました。

 中 ーベスタ 1 や大 タワー ー 2 等を用いた皆伐
 　システムについても検証を行ったとこ 、 設林道の幅員
 　や の 重等の から、適用 所は限定的であり、
 　加えて機械の価 が高いことから導入のメ トは さい
 　ことがわかりました。よって現状は、 来の 材機 3 を
 　用いた 材の技術が、多摩地域の林業には必要と
 　えます。

 一 作業システムとは、伐採木の 材に使用する を用
 　いるなどして、伐採と 行または連続して地 えや植栽を
 　行い、 造林に係る経費の を図るものです。

 多摩地域の森林で一 作業システムを検証したとこ 、
 　来の人力のみの作業に 、大幅に 働負担を できる
 　ことがわかりました。

 コン操作が可能な油 材機な
 　ど、 来の機械と同等以上の 能を有
 　し、より安全で に操作ができる林
 　業機械の開発・普及が進 でいます。

 一 作業システムにより 造林を効 的に行うには、伐採
 　の時期に わ て植栽を行うことが必要です。しかし、
 　来から用いられている の植栽適期は、 や に限られ
 　ています。

 コンテナ は、 とは異なり、 があることで ス
 　ト スの を受けにくいと考えられ、 や 以 でも高
 　い活着 が得られると期待されています。

 多摩地域の造林地で とコンテナ の生長を 検証し 
 　たとこ 、植栽後に や を受けた場 、 の後の
 　生長はコンテナ の方が であることが されています。

多摩

  3 　 産

1 木の伐 、 い、玉切り、 作業を一 して行う高 能林業機械
2 来よりも に 材ができる人工支 を 備した移動可能な 材機 3
3 ンジン、動力伝達 置、 ラム（ き取り ）などを備えた イン （ き上げ機）

都内の林業経営体の要望を
取り入れて 整備・開発した

車 の林業機械
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樹 で する ー 光樹 で する ー 光樹 で する ー 光

点 地 で する ー 光

木 ータを用いた 度推定

 

 空 ー 計 により取得した ータを基に、森林の 木 度や 木 の樹高、材 など
 　を推定することができます。

 東京都、市町村等を トワークで結 、森林の所有者や資源量等に関する情報を に 有
 　するシステムです。システムを通じて、森林情報の管理を効 的に行うとともに、施業の
 　化を進める林業経営体に必要に応じて情報を提供することで、林業経営の 化を図ります。

 空 ー 計 は、 空機に 載した ー  
 　スキャナから地上に 数の ー 光を
 　し、樹 や地 から して ってきた
 　 ー 光を解 することによって、標
 　高や地 の 状などを る 量技術
 　です。

 地上から ー を することで得られる林
 　内の３ 元画 から、 木の樹高、 高直 、
 　 がり、材 等を計 し、主伐や間伐の施業
 　計画の作成や、収支見 みのシミ ーシ
 　ンを行うシステムの 築を進めています。

の 用

東京

  3 　 の 用

東京都

市町村

林 業
経営体

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ） インターネット

■ 森林情報の閲覧、活用■ 森林情報の管理、更新

   データセンター

林地台帳及び地図、
森林計画図、森林簿
空中写真、路網データ、
レーザ計測データ
など

 ー 計 によって得られる、高 度な地
 　 ータは 施設の や、 計画の作成
 　に活用することができます。
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  3 　 の 用

木材の

材

 出材される木材の情報は、地上からの ー 計 【資料 3-9】や、木材検収システム（
　 した丸太の木 をスマートフ ンなどで し、本数・直 ・材 を に計 するもの）
　 などを用いることで効 的に取得することができます。

 情報を付与した R コー を丸太に 付することでト ーサ ティの管理が可能とな
　 ります。

 上記の情報を 情報システム（クラ ）にア プ ー し、 中や 下の業者と 情
　 報を 有することで、生産管理の効 化を図るシステムの 築を進めています。

スマートフ ンで木 を
し丸太の本数、

直 などを計

丸太毎の 情報を付与した
R コー を 付し、

ト ーサ ティを管理素材生産者

【木材検収システム】
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◆ 都内の林業経営体の多くは ・ 細で、林業 事者への待 が 分とは えな
　 いことから、林業経営体の経営基 を 化することで収 を高め、適切な 働安
 　全対策や 用の安定化につなげる必要があります。

 　 の の

▶︎ 林業経営体の経営の安定・向上を図るとともに、林業 事者が安全に働き続けられ
　 る 働環境の整備を促進します。

 森林経営管理制度を運用する市町村間の広域的な連携体制を 築します。さらに、同制度に基
　 づき、森林の経営管理に対する所有者の意向について情報を収 し、意 的な林業経営体への
　 化を図る市町村の業 を支援します。（ 掲）

 森林経営管理制度の運用に必要となる森林情報を東京都森林Ｇ Ｓクラ システムにより一
　 元的に管理し、市町村や森林組 等と連携して情報の修 ・更新を進めます。（ 掲）

 森林の所有 を する意向がある森林についても情報を し、意 的な林業経営体に必要
 　に応じて情報提供することで、 化を進める取組について検討します。 

 林業経営体による安全 備品の拡充や林業機械等の導入を支援することで、施業の安全 と生
　 産 を高め、林業 事者の の を図ります。加えて 知活動や スクア スメ
　 ントなど、 フト における 働安全対策を支援します。

 林業経営体に対し、福利 生の充実など、林業 事者が安心・安全に働くための 用管理の
　 に向けた取組を支援します。（ 掲）

 木工品の生産や林業体験ツアーなど、森林・林業に関連する事業を 業として経営に取り入れ
　 て収 の向上を目指す林業経営体を支援します。

 経営の多 化に向けて、経営ア バイ ー等を活用する取組を支援します。

 の

 用 の

 多 の

3

森づくり推進プラン 9

基 

軸 

　  2

第 

　  

章
3



　   3  多摩産材

◆ 木材生産の収 を高め、持続可能な森林 環と林業の経営力 化につなげるため、
　 多摩産材の利用を拡大する必要があります。

 3　多 摩 産 材 の 利 用 拡 大

▶︎ 多摩産材の ラン イメージや、多摩産材を利用することの意義を都民に広めると
 　ともに、 宅や公 施設など、様々な用 において多摩産材の利用を促進します。

 「東京」の知名度を活用したＰＲなど、多摩産材の ラン イメージの 築に向けて取り組む
 　関連団体等の活動を支援します。

 産地認証に留まっている多摩産材の認証【資料 3-11】について、更に 下の木材製品にも認
 　証の取組を広げていくことで、 費者に対する多摩産材の認知度を高めるとともに認証制度の
 　信 の向上を図ります。

 ラン 化には品 への信 も重要であることから、多摩産材の品 の認証に向けた取組を進
 　めます。また、木材の品 向上に向けたきめ細やかな施業を支援します。

 製材所等の施設整備を支援することで、製材品の品 ・ 能の確保を図るとともに、製材加工
 　における生産 を高めていきます。 

 の

 多摩産材認証制度とは、多摩地域で生育し、適 に管理された森林から生産された木材
　 であることを証明する制度です。

 森林所有者、素材生産業者、製材業者等で 成される多摩産材認証協 会が制度を運用
　 しています。

 認証材には、製材所からの出 時に証明書 とシールが 付されます。

ー

ー　

等

3
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 「多摩産材利用拡大フェア」をはじめとするイベントのほか、情報発信拠点「 」【資
 　料 3-12】など、都市部の施設においても継続的なＰＲを行うことで、より多くの施主や設計
 　者等が多摩産材の製品に れ、利用の意義を知る機会を提供します。

 多摩産材情報 ンター【資料 3-13】において、引き続き多摩産材の製品や取 業者に関する
 　情報を し、発信していきます。

 「都民の （ ） 修基本計画」を まえ、都市部において、多摩産材をはじめとする国産
 　木材のＰＲを 化するとともに、木育を体験できる施設の整備を進めます。

 多摩産材の利用が東京の森林の公 的機能を高め、 の 題である地球温暖化対策にも貢献
 　することについて、都民の理解を深めていきます。

 人 少や新 コ ナの 染拡大により経済社会活動の が される中、市場 ーズの
 　化を的確に え、 宅の 造材のほか、内 、 をはじめとする 等において、多摩産材を
 　はじめとする国産木材の利用拡大を図る取組について検討します。

 特定多数が利用する 業施設等における木材利用を支援することで、多摩産材を利用するこ
 　との利点や意義について、都民の理解を深めるとともに、 宅分野における木材 要の拡大
 　につなげます。

 幅広い分野の製品情報を したカタ グを作成し、設計 等に することで、設計 か
 　ら多摩産材の製品が されるよう促します。

 テ ワークの普及、ＳＤＧｓ、健康意 の高まりといった社会の 化に着目し、新たな 点か
 　ら製品の開発や 開 を支援することで、多様な多摩産材 要の拡大を図る取組について検
 　討します。

 引き続き、都有施設等において 的に多摩産材を利用するとともに、木材利用の拡大に向け
　 た機運の 成に取り組 でいきます。

 市町村の関連施設における多摩産材利用に対する支援の拡充を検討します。

 木材利用のノ が少ない 市町村を支援するため、都のア バイ ーが公 施設の木材利
　 用について や情報提供を行います。さらに、多摩地域の森林・林業の現地 などを通じ
　 て、 市町村に多摩産材の利用を働きかけていきます。（ 掲）

 

 利用

 利用
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国産木材（多摩産材）の フィス空間 入

高知県の出展 木県の出展 県の出展

  3  産木材の  「 」

　多摩産材をはじめとする国産木材の魅力を様々な 点から伝える拠点として、令和 2 年 12 
月に （ クシ ン）を開設しました。

  では、都市と森林をつなぐ一つの方法として、 フィスの木 化を提案しています。

 設スペースには、多摩産材を生かしたコン プト家 や内 等を展 しています。

 全国 地と連携することで、多 な企画展や ミナーを開催しています。
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多摩産材利用

多摩産材

多摩産材 多摩産材利用
 

多摩産材

　多摩産材情報 ンターでは、多摩産材の利用拡大と、多摩地域の林業・木材産業の活 化を
目的に、利用者と供 者とのマ ングを行っています。

 多摩産材の製品や 達方法に関する として、多摩産材を取 う業者から収 した情報
 　を基に情報提供します。

 方法は、 への来訪のほか、メール、 にて対応します。 料は 料です。

 多摩産材の広報・PR のために、毎年 多摩産材利用
 　拡大フェア を開催しています。

 製材業者のほか、建築用材・家 ・ ・木工品等
 　のメーカー等、多摩産材を取り う多くの企業や団
 　体が参加し、多摩産材を使いたい方々との が行
 　われています。

  3 3 多摩産材 の

多摩産材

森づくり推進プラン 53

基 

軸 　

 2

第 　

 

章
3



神 明神 化  

Pa   （木場公園） 八 子

京 あ の森 （ 野市内） R  PR （ 市内）

 参

多摩産材の利用
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